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連結中間決算概況　　（P/L） 【2003年3月期　連結中間決算報告】

△1,579

53

2,016

7.8％

4,644

31,547

59,586

2003/3期

9月中間実績

33,972法人事業の拡大。

売上総利益率53％　（前期比5%アップ）
－－売上総利益

3,805移動体事業のコスト削減効果、法人事業の拡大。29%増3,600営業利益

△1,524営業外収益：投資有価証券売却益18億

営業外費用：出資金損失19億、持分法投資損14億

102%増1,000経常利益

△17,488特益：社債買入益4億

特損：投資有価証券評価損・引当15億、固定資産除売却5億
－－税前純利益

△16,115子会社の過年度損益修正に伴なう税金11億

その他法人税等　（今期末には、連結納税採用予定。）
－600当期純利益

5.4％利益率の向上。前期比では、2.4ポイント向上。1.0ptUP6.8％（営業利益率）

71,058移動体事業342億、法人事業（※）242億13%増52,500売上高

2002/3期

実績

概　　　況対予想比2003/3期

9月中間予想

本業は順調に進捗。　有価証券の整理など財務リストラ関連費用の特損。

決算期変更により

7ヶ月決算（01/9～02./3）

※法人事業とは、中小企業向けのOA機器事業、インターネット事業及びテレマーケティング事業です。

（単位：百万円）

2002年5月28日公表
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連結中間決算概況　　（B/S） 【2003年3月期　連結中間決算報告】

有利子負債削減、投資有価証券の減損処理など財務リストラ推進。

53,764

5,575

7,965

60,649

68,614

88,746

148,086

△14,120

34,462

82,138

45,391

65,947

2002年9月

借入

社債

△7,07089,208固定資産

減損処理等により投資有価証券残高を

圧縮し、引当金を取り崩す。

△25,35259,814投資有価証券

△19,206△33,326投資損失引当金

218億円の圧縮。△21,851169,937資産合計

有利子負債の削減。△20,035108,781負債合計

△21,48090,094有利子負債合計

△17,98478,633

△3,49611,461

移動体子会社の再編。2665,309少数株主持分

CBの転換。　単体の資本合計：762億円。△2,08255,846資本合計

有利子負債返済により減少。△12,59857,989現預金

△14,78280,729流動資産

概　　　　況増減2002年3月

（単位：百万円）

返済額

214億円

減少額
125億円

営業と有価
証券流動化

　89億円

負債 現預金
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連結中間決算概況　（Ｃ/Ｆ）

※「現金」：　BS掲記の連結現金及び預金勘定から預入期間が３ヶ月を超える定期預金を除外し、３ヶ月以内に満期の到来する債券等を加えた金額。

２００１年８月末

現金残高：７０３億円

２００２年３月末

現金残高：５５２億円

２００２年９月末

現金残高：４２７億円

【2003年3月期　連結中間決算報告】

【２００２年３月期】

2001･9～2002･3

（７ヶ月）

営業ＣＦ　
４２億円

投資ＣＦ　　　
△１４億円

財務ＣＦ
△183億円

　換算差額等
　４億円

営業ＣＦ　
４３億円

【２００３年３月期中間決算】

2002･4～2002･9

（6ヶ月）

投資ＣＦ　　　
３６億円

財務ＣＦ　　
△２０６億円

換算差額等
１億円

引き続き営業ＣＦは黒字で推移。　有利子負債削減額は214億円。

有利子負債削減額：
214億円

Ｐａｙｐａｌ売却：17億円
Ｃｌｕｂｉｔ売却：4.8億円
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セグメント情報 【2003年3月期　連結中間決算報告】

【売上構成比率】

移動体通信事業と法人事業の、二軸体制へ。

法人事業
40％

移動体
58％

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
ﾃﾚﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

2002年03月期（※） 2003年3月期中間

（単位：％）

移動体

OA　16%

63％

27％

※2002年3月期は、決算期変更により、2001年9月から2002年3月までの変則７ヶ月決算です。

252

△115

消去・全社

468

1,210

その他

△613

2,322

ﾃﾚﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

4,6445215413,474営 業 利 益

59,5863,09018,79334,284売 上 高

連結ｲﾝﾀｰﾈｯﾄOA機器移動体2003年3月期中間

（単位：百万円）

法人事業部門

Ø 法人事業の売上構成比率向上。

（前期27%　→　今中間期40%）　　　

Ø 牽引役はOA機器販売事業。構成比は2倍に。

　　　　（前期16%　→　今中間期32%）

Ø 移動体事業は、コスト削減効果で安定収益。　　　　

Ø ﾃﾚﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞは、マイラインの需要が一巡。移動体

OA　32%
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財務リストラクチャリング① 【2003年3月期　連結中間決算報告】

注：代理店及び関係会社に対する投資は除く。

61,858

24,346 18,600

19,661

15,304
12,700

4,169

18,213

7,800

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

引当金 4,169 18,213 7,800

ﾌｧﾝﾄﾞ出資金残高 19,661 15,304 12,700

ﾍﾞﾝﾁｬｰ投資引当後残高 61,858 24,346 18,600

2000年8月期 2002年3月期 2002年9月中間

（百万円）

引当金の設定

売却及び　　
減損処理

31,30039,65081,519
引当・減損後の

実質残高

実質残高

ベンチャー投資・ベンチャーファンド残高は３１３億円へ。　
ピーク時から６２％を流動化・引当・減損等により整理。

【国内外ベンチャー投資・ファンド出資金の状況】

実質残高
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財務リストラクチャリング② 【2003年3月期　連結中間決算報告】

注1　残高にユーロ円CB （ゼロクーポン、2005年5月償還）は含みません。（前期残高68億円、今中間期末残高63億円。）
注2　03/3以降の数値は計画値です。計画値には、今後の社債発行や新規借入等を含んでおりません。

単体では半期で209億円（※）削減。2003年12月には、ほぼ返済完了。
個別社債償還ｽｹｼﾞｭｰﾙ

うち借入

うち社債

有利子負債合計（注1）

23億円50億円７６億円109億円1,012億円

43億円338億円５４７億円722億円1,295億円

66億円388億円６２３億円832億円2,308億円

2003年12月2003年3月２００２年９月2002年3月2000年4月

【単体有利子負債残高の推移】

償還月 償還額

02年10月 50億円
02年12月 70億円
03年02月 40億円
03年03月 50億円
03年04月 30億円
03年06月 17億円
03年12月 247億円
04年11月 3億円
06年01月 4億円
06年11月 36億円

合計 547億円

返済・償還の計画（注2）

500

1000 社債

借入

半期で209億円の削減。

(億円）

1500

2000

2500
ピーク時から1685億円の削減。

※ ユーロ円CBの削減額5億円は含んでおりません。（前期末残高68億円、今中間期末残高63億円。）
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事業の状況及び計画
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経営方針 【2003年3月期　事業の状況及び計画】

光通信グループは、

携帯電話中心とした個人向市場と

OA機器・インターネット中心とした法人向市場の

「情報通信ディストリビューター」としてNo.1を目指します。

法人向市場

ＯＡ事業

（950名）

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

事業

（100名）

・複写機を中心としたＯＡ機器を販売。

・全国600万社の中小企業が主要顧客。

・戦略事業として、経営資源を集中。

・販売台数・保有台数シェアの拡大を目指す。

投資事業

（15名）

・モバイルメディア事業を拡大。

・業界内での更なるステイタス向上を目指す。

・ホスティング事業はコストコントロールを継続。

・本体での新規投資事業は凍結し、

　㈱ＨＴＣに集約。

・投資先のモニタリング・アドバイザリーに注力

　最大の投資リターンを目指す。

個人向市場

移動体

事業

（560名）

保険事業

（45名）

・成熟市場と認識し、効率経営を徹底。

・不採算店舗の閉鎖は、ほぼ一段落。

　店舗効率経営のノウハウ活かすため、厳選

　した販路の強化を目指す。

・ﾃﾚﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞを活用し、効率的な営業推進。

・高いｿﾘｭｰｼｮﾝﾉｳﾊｳを蓄積し、高付加価値の

　営業を目指す。

（従業員数は正社員のみ。）
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移動体事業①：採算重視型運営

店舗リストラしつつ、販売台数は維持。
店舗当り生産性は大幅改善。

Ø 採算性を重視し、不採算店舗の整理。　　　

Ø 店舗当り台数は、2000年3月比2.7倍へ。

　　　（73台　→　199台）

Ø 店舗削減により販売コストの大幅削減。

　　　（01/8：月間ｺｽﾄ15.7億　→　02/9：月間ｺｽﾄ6.0億）

Ø 競争力の高い店舗に経営資源を集中。

199台137台73台店舗当り台数

81,000台87,900台72,000台月販台数

394店615店984店店舗数

2002年9月2002年3月2001年3月

※　「月販台数」及び「店舗当り台数」は、3ヶ月平均で算出。

984店

615店

394店
73台

137台

199台

590

394

236

379

134

260
250

500

750

1000

50

100

150

200
（店） （台）

併売店

専売店

店舗当り台数

【2003年3月期　事業の状況及び計画】
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移動体事業②：販売網再編 【2003年3月期　事業の状況及び計画】

販売子会社の再編により、管理コストの削減、各社の営業基盤の強化。

販売子会社再編の推移

0

5

1 0

1 5

2 0 移動体事業月間販管費　（億円）

15.7

9.6

7.4

01/8 01/12 02/3 02/9 03/3

6.0 6億程度　
（見込み）

１３社5社2社1社5社
2002年

9月

2社

3社

TU-KA

系

2社

5社

併売系･

その他

８社

２２社

合計

2003年

3月
3社 1社

2001年

12月
8社 6社

AU

系

J‐フォン

系

３
社
統
合

全
社
統
合

２
社
統
合

３
社
統
合

１
社
子
会
社
化

４
社
統
合

（見込み）

（※　代理店手数料は除く。）



14

0

5 0 0 0

1 0 0 0 0

1 5 0 0 0

2 0 0 0 0

2 5 0 0 0

法人向販売事業①：売上高推移　

18,79311,1998,680　OA機器

3,0902,9851,357　ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

2,3225,3124,085　ﾃﾚﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

2002年9月中間
（2002.4̃2002.9)

02年3月期
(2001.9̃2002.3)

01年8月期下期
(2001.3̃2001.8)内　訳

　注）　2002年3月期は、変則7ヶ月決算です。

（単位：百万円）

【法人販売事業：売上高】

14,122

19,496

【2003年3月期事業計画】

24,205 OA機器とインターネットが
拡大を牽引。

Ø 複写機・ﾋﾞｼﾞﾈｽフォンなどのOA機器拡大。

Ø PC、無線LAN、名刺ﾒｰｶｰなど新商材も。

　　　

Ø ｲﾝﾀｰﾈｯﾄは、モバイルメディアが好調。
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8,633

14,355

27,191

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

法人向販売事業②：OA機器台数推移　

【複写機及びビジネスフォン販売台数推移】

順調に拡大中。（単位：台）

*複写機保有台数は期末時点

01年8月期下期

(01/03～01/08）

02年3月期

（01/09～02/03）

02年9月中間

(02/04～02/09)

2001/9：月販実績1,703台

2002/9：月販実績4,760台

販売拡大２．８倍

複写機稼働台数

66,000台

73,000台

87,000台

【2003年3月期　事業の状況及び計画】

70,000

60,000

80,000

90,000
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商
品
仕
入
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
商
品
販
売

法人向販売事業③：複写機販売事業モデル 【2003年3月期　事業の状況及び計画】

中小企業ユーザー

メーカー

リース会社

商
品
代
金
一
括
入
金

リー
ス契
約、

毎月
のリ
ース
料金

①受注ベースでの仕入により、在庫リ　
　スクはなし。

②殆どのユーザーがリースで購入。

　商品代金はリース会社より一括入金
　され、貸倒れリスクはなし。

③毎月の使用量に応じた、カウンター・
　消耗品料金の入金。販売後に、

　安定収益を産み出すストック収入。

①

②
カ
ウ
ン
タ
ー
料
金
、

消
耗
品
料
金③

光通信グループ光通信グループ

当社グループの最も得意とする中小企業層へ
の販売を通じて、ストックビジネスを構築。
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経営課題・経営リスク　
【移動体事業リスク】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　キャリアからのコミッションの減少、基本料金・通話料金の引き下げ等の携帯電話料金の低価格化、ユーザーによ
　る携帯電話使用量の低下などにより、当社の収益が減少する可能性があります。

【法人事業リスク】　 　　　　
　　経済環境の更なる悪化により、中小企業を中心とした当社顧客層の設備投資意欲が減退する可能性があります。

【純資産維持条項】 　　　　
　　「2003年12月償還予定である第6回無担保社債（残高：247億円）の社債要項。単体の純資産を期末時点で724億円
　以上に維持する必要があり、下回る場合は4ヶ月後に期限の利益を喪失する。」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　当社は、売却等の流動化や引当・減損処理により、投資有価証券の整理を進めておりますが、これにより純資産　
　額が減少する可能性があります。

【社債のデフォルトリスク】 　　　　
　　当社の社債は、㈱日本格付研究所（JCR）により、「B+」（評価：債務履行の確実性に乏しく、懸念される要素がある）
　と格付けされております。 　　　　
　　当社は、手元流動性と営業CFなど資金計画に基づき、充分な償還原資を確保しているものと認識しておりますが、
　事業計画及び資金計画の進捗状況やその他不測の事象により、償還計画に影響を及ぼす可能性があります。

【投資有価証券】 　　　　
　　当社が保有する多くの投資有価証券は、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄやﾓﾊﾞｲﾙ関連の未公開企業です。今後のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ業界や経済　
　全体の環境、各投資先の事業進捗状況、株式市況等の影響により、投資有価証券の評価額が減少し、損益に影響
　を与える可能性があります。

【2003年3月期　事業の状況及び計画】
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2003年3月期業績予想
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２００３年３月期連結業績予想　（修正）

（単位：百万円）

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

うち移動体事業

う ち 法 人 事 業

当 期 純 利 益

※　当社は財務リストラクチャリングの一環として、保有する有価証券資産の削減を進めておりますが、業績予想　
　　　においては、これによる損益への影響は含んでおりません。

【2003年3月期　業績予想】

59,586　

4,644　

2,016　

△1,579　

34,284　

24,205　

中間実績

120,000　

9,500　

4,500　

△400　

67,500　

50,000　

通期予想（修正）

17%増

13%増

50%増

ー

24%増

12%増

対前回予想比

102,400　

8,400　

3,000　

1,800　

54,500　

44,500　

前回通期予想

2002/4～2002/9 2002/4～2003/3 2002/4～2003/3

2002年5月28日公表
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本資料に関するご注意

　本資料に記載されている光通信の現在の計画、戦略、確信などのうち、
歴史的事実でないものは、将来の業績に関する見通しであり、これらは
現在入手可能な情報から得られた光通信の経営者の判断に基づいてお
ります。
　従いまして、これらの見通しのみに全面的に依拠することはお控え頂く
ようお願い致します。実際の業績は、様々な重要な要素により、これらの
見通しとは大きく異なる結果となり得ることをご承知おき下さい。また、こ
れらの見通しに関しては、光通信の経営者の判断により、変更される可
能性がございます。

本資料に関する御問い合わせ：

㈱光通信　広報部　TEL：03-5951-3718　FAX：03-5951-3709

E-mail:　info@po.hikari.co.jp
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補足資料
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単体中間決算概況　　 【補足資料】

※前期は、決算期変更により、２００１年９月から２００２年３月までの変則７ヶ月決算です。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

損益計算書 2003/3期
9月中間予想

2003/3期
9月中間実績

対
予想比 概　況

2002/3期
実績

11,500 15,036 31%増 携帯販売台数12万台。（前期7ヶ月：13.2万台） 19,784
― 9,875 ― 売上総利益率は、65.7％。 14,492
2,200 3,325 51%増 販売管理費削減効果。 4,494
19.1% 22.1% 3ｐｔ　UP 22.7%

800 3,297 312%増
営業外収益31億円

営業外費用31億円 2,911

― △ 126 ―
特別利益7億円
特別損失41億円 △ 13,416

400 △ 260 ― 法人税等1億円 △ 13,171

貸借対照表 2002年3月 2002年9月 増減

流動資産 44,372 25,720 △ 18,652
現預金 31,839 18,030 △ 13,809
固定資産 129,523 124,996 △ 4,527
投資有価証券 52,674 26,701 △ 25,973
関係会社株式 60,933 65,002 4,069
投資損失引当金 △ 52,377 △ 34,387 17,990
資産合計 173,896 150,716 △ 23,180

負債合計 96,502 74,516 △ 21,986
有利子負債合計 83,212 62,346 △ 20,866
社債 72,281 54,777 △ 17,504
借入 10,931 7,569 △ 3,362

資本合計 77,393 76,200 △ 1,193

　有利子負債の圧縮。

  うち一年以内償還257億円。
  うち一年以内返済44億円。

　有利子負債返済により現金の減少。

　投資有価証券など投資勘定の圧縮。
　売却及び減損処理により圧縮。

　投資有価証券の減損処理に伴なう取崩し。

売上高
売上総利益
営業利益
（営業利益率）

経常利益

税前純利益

当期純利益

概　況 　 　 　 　　　　　　　
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16期通期単体業績予想　 【補足資料】

（単位：百万円）

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

※　当社は財務リストラクチャリングの一環として、保有する有価証券資産の削減を進めておりますが、業績予想　
　　　においては、これによる損益への影響は含んでおりません。

15,036　

3,325　

3,297　

△260　

16期中間実績

26,000　

5,400　

4,600　

400　

16期通期予想（修正）

16%増

29%増

156%増

60%減

対前回予想比

22,500　

4,200　

1,800　

1,000　

前回予想

2002/4～2002/9 2002/4～2003/3 2002/4～2003/3

2002年5月28日公表
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月次営業情報（移動体）　 【補足資料】

【携帯電話台数】 【保有台数】

【店舗数】

43,20039,10082,3006月

45,50038,80084,3007月

45,20036,80082,0008月

39,60037,30076,9009月

253,900238,700492,700合　計

40,00041,00081,0005月

40,40045,70086,2004月2002年

機種変更新規獲得総販売台数

3,176,9006月

3,063,0007月

3,001,0008月

2,929,2009月

3,248,2005月

3,313,1004月2002年

保有台数

51

54

59

66

69

70

J-フォン系

60

60

60

59

59

68

TU-KA系

3

3

3

3

3

3

その他
併売店

専売店

1631574486月

1501484207月

1431484088月

1341463949月

1711584605月

2251765424月2002年

AU系
合　計

（単位：台）（単位：台）

（単位：店）


